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こども家庭庁の発足により、「こどもまんなか社会」の理念の下、障害があっても無くても子

供たちが生き生きと生活できる共生社会の実現に向けて、これまでにも増して積極的な取り組み

が行われることを期待しています。 

医療的ケアのある児童生徒やその家族については、どこに住んでいても、子供にとって最適な

学びの環境があり適切な支援が受けられることが願いです。 

肢体不自由特別支援学校に通う子供たちや保護者の多くは、生涯にわたる切れ目のない支援に

向けて、就学期の学びの蓄積が学校卒業後の生活の充実につながることを願っています。併せ

て、社会の一員として役に立ちたいと願っている肢体不自由者やその保護者が、希望をもって働

き続けることができるように、以下のことを要望いたします。 

 

 

１ 切れ目のない支援体制の構築 

特別支援学校での学びの蓄積を、卒業後の進路先で生かす仕組みが確立されていません。学校

と、進路に関わる医療や福祉の関係機関や、就労支援機関との情報共有を円滑に進める連携支援

コーディネーター等の配置をしてください。 

 

２ 卒業後の生活の充実 

（１） 肢体不自由特別支援学校卒業生の多くが生活介護事業所を進路先としています。ＩＣＴ機

器の使用の継続や、身体機能の維持に有効な姿勢の保持や運動の継続など、学校で学んだ

ことを生かすことができる事業所運営のための支援機器等を準備する費用の補助をお願い

します。また特に医療的ケアがある場合、受け入れ先不足は深刻です。障害があっても地

域で生き生きと暮らせるよう、内容の充実した事業所運営のためのさらなる支援をお願い

します。 

（２） 本人の活動意欲を満たすことや家族が離職するしかない状況にならないためにも、卒業

後、通所活動終了時間から夕方の時間を過ごすことができる居場所づくりを早急に進めて

ください。 

（３） 働く力のある肢体不自由者が自立をするためにも、普段家庭内で利用している訪問看護師

や介助者をそのまま継続して就労時にも利用したり、通勤時における移動支援の制度を利

用したりできるようにお願いします。さらに、オンラインによる雇用の促進もお願いしま

す。 

 

３ 障害児制度における所得制限の撤廃 

 障害児等の福祉用具購入費用助成事業の所得制限の撤廃に続き、他の障害児制度においても所

得制限の撤廃を検討してください。子供は社会全体で育てる存在です。障害児とその家族が安心

して生活できるように、障害児制度を誰でも利用できるよう整えてください。 

 



４ 教職員および福祉職員不足の解消のための取り組み 

（１） 社会全体で人手不足が問題となっています。人口が減少する中、働き手の数は限られま

す。学校看護師という職業を含めて特別支援学校で働くこと、福祉の現場で働くことの意

義、必要性を訴え、一人でも多くの人が障害児者に興味を持ち、共感するよう、積極的な

理解啓発をお願いします。 

（２） 障害福祉サービス事業では依然として他産業との賃金格差が生じています。規模の大小に

関わらず、全ての事業所が積極的に事業を継続し、且つ職員に対する還元ができるよう

に、報酬額の見直しをお願いします。 

（３） 一定の基準を設けたうえで、特別支援学校や障害福祉サービス事業所・施設における外国

人の受け入れを進めてください。 

 

５ 避難生活を支えるためのシステムの構築 

 重症心身障害児者が震災等により避難生活を余儀なくされた場合、避難所で生活することは極

めて困難です。重症心身障害児者が必要とする物品や設備等を調査し、国として保有に努め、有

事に備えてください。特にトイレは健常者にとっても多くの問題が生じます。ユニバーサルシー

トを装備し、車いすでも出入り可能な移動式トイレなどを保有し、必要とする場所へ貸し出すシ

ステムを構築してください。 

 

６ 日本版DBSの導入 

 言葉を発することも抵抗することもできない障害児者は、性犯罪の対象になりやすい存在で

す。被害が発覚しないケースが多いことも推測できます。日本版DBSを早急に導入し、全ての教

育機関、福祉事業所・施設等で運用するよう定めてください。 

 

７ きょうだい児支援と保護者支援の充実 

（１） 障害児の通学や学校での医療的ケアのために一定期間でも保護者の付き添いが必要な場

合、未就学のきょうだい児のいる家庭では、簡単に通学することができません。子供の通

学をあきらめてしまう保護者もいます。例えば、居宅介護を利用している本人のきょうだ

い児（未就学児に限り）支援を可能とする、というような取り組みをお願いします。 

（２） 子供の介護のため就業を継続できなかった保護者の能力を生かすため、正社員登用を目指

しての社会への復帰、再就職のサポートをしてください。具体的には、介護の必要な正社

員の就業時間や就業形態の多様性の容認、企業側への理解促進や雇用促進となる国のガイ

ドラインの制定をお願いします。 

 

８ 「放課後子どもプラン」等の充実 

学校以外で子供の自立を促す場所として重要な存在である放課後等デイサービス事業を「放課

後子どもプラン」と同様に、特別支援学校の教室でも運営することができるようお願いします。 

 

９ 成人医療へのスムーズな移行の実現 

難病児や重症心身障害児が成人期を迎える時に、特に新生児疾患など乳幼児期からのかかりつ

け医がいる場合等、高度な専門的知識に加えて多岐にわたる診療科の連携が必要となり、医療の

移行自体ができないケースが存在しています。重症心身障害児者が地域で安心して暮らせるよ

う、単純に年齢だけで区切らない個別の対応をお願いします。 

 

10 福祉サービス申請や学校での医療的ケア実施のための手続きの簡素化 

（１） 福祉サービス受給の申請をはじめとした行政への手続き書類が多く、簡素化を望む方が多

くいます。基本的に変更がなければ継続確認とするなど、行政の方にとっても手間の少な

い手続きにより、安全なシステムづくりをお願いします。 

（２） 医療的ケア児の保護者は、学校から医師の診断書や指示書などの書類を依頼されることが

多く、その手間にも金銭的にも大きな負担を感じています。学校との情報共有の負担感が

少なくなるようなシステムづくりをお願いします。 


